
○労働安全衛生法の一部を改正する法律案に対する附帯決議 

（平成二十六年四月八日 参議院厚生労働委員会） 

 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきで

ある。 

 

一 リスクアセスメントの義務化については、化学物質のリスクに対する事業

者の認識を高めるよう制度の周知を図るとともに、事業者の取組状況を把握

し、適宜、化学物質管理対策にいかすこと。 

 

二 ストレスチェック制度については、労働者個人が特定されずに職場ごとの

ストレスの状況を事業者が把握し、職場環境の改善を図る仕組みを検討する

こと。また、小規模事業場のメンタルヘルス対策について、産業保健活動総

合支援事業による体制整備など必要な支援を行うこと。 

 

三 受動喫煙が健康に悪影響を及ぼすことは「たばこの規制に関する世界保健

機関枠組条約」においても明示されており、また「二〇二〇年までに受動喫

煙のない職場を実現すること」が政府の目標となっていることも踏まえ、受

動喫煙の防止のための設備の設置を促進するための援助に必要な予算措置を

講じ、中小企業に対する支援に努めるとともに、本法律の施行状況を見つつ、

受動喫煙防止対策の在り方について検討すること。 

 

四 重大な労働災害を繰り返す企業への対応については、今回の改善計画制度

を着実に実施する一方、当該企業の個別事業場の法令違反に対しては、引き

続き、厳格に対応すること。 

 

五 外国に立地する検査・検定機関の登録制度については、国内の検査・検定

機関と同等の機能性・安全性を担保するよう、厳格に運用すること。 

 

六 一定の規模以上の工場の新設等に係る事前届出規制の廃止については、廃

止による影響を把握し、労働者の安全衛生を担保できないと判断できる場合

には、廃止の見直しを含め、適切に対応すること。 

 

七 一般の労働者の口腔の健康を保持することの重要性に鑑み、第百七十七回

国会において本委員会提出により成立した歯科口腔保健の推進に関する法律

の趣旨も踏まえ、業務と歯科疾患の関連についての知見の収集に努め、収集

した知見をもとに、労使関係者の理解を得つつ、職域における歯科保健対策

について具体的に検討を行うこと。 



○労働安全衛生法の一部を改正する法律案に対する附帯決議 

（平成二十六年六月十八日 衆議院厚生労働委員会） 

 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきで

ある。 

 

一 リスクアセスメントの義務化については、化学物質のリスクに対する事業

者の認識を高めるよう制度の周知を図るとともに、事業者の取組状況を把握

し、適宜、化学物質管理対策に活かすこと。 

 

二 ストレスチェック制度は、精神疾患の発見でなく、メンタルヘルス不調の

未然防止を主たる目的とする位置付けであることを明確にし、事業者及び労

働者に誤解を招くことのないようにするとともに、ストレスチェック制度の

実施に当たっては、労働者の意向が十分に尊重されるよう、事業者が行う検

査を受けないことを選んだ労働者が、それを理由に不利益な取扱いを受ける

ことのないようにすること。また、検査項目については、その信頼性・妥当

性を十分に検討し、検査の実施が職場の混乱や労働者の不利益を招くことが

ないようにすること。 

 

三 ストレスチェック制度については、労働者個人が特定されずに職場ごとの

ストレスの状況を事業者が把握し、職場環境の改善を図る仕組みを検討する

こと。また、小規模事業場のメンタルヘルス対策について、産業保健活動総

合支援事業による体制整備など必要な支援を行うこと。 

 

四 受動喫煙が健康に悪影響を及ぼすことが「たばこの規制に関する世界保健

機関枠組条約」に明示されていること及び受動喫煙のない職場を実現すると

の政府の目標に鑑み、受動喫煙の防止のための設備の設置を促進するための

援助に必要な予算措置を講じ、中小企業に対する支援に努めること。また、

本法律の施行状況を見つつ、受動喫煙防止対策の在り方について検討するこ

と。 

 

五 重大な労働災害を繰り返す企業への対応については、今回の改善計画制度

を着実に実施する一方、当該企業の個別事業場の法令違反に対しては、引き

続き、厳格に対応すること。 

 

六 外国に立地する検査・検定機関の登録制度については、国内の検査・検定

機関と同等の機能性・安全性を担保するよう、厳格に運用すること。 

 



 

七 一定の規模以上の工場の新設等に係る事前届出規制の廃止については、廃

止による影響を把握し、労働者の安全衛生を担保できないと判断できる場合

には、廃止の見直しを含め、適切に対応すること。 

 

八 全ての労働者の口腔の健康を保持することの重要性に鑑み、歯科口腔保健

の推進に関する法律の趣旨も踏まえ、業務と歯科疾患の関連についての知見

の収集に努め、収集した知見をもとに、労使関係者の理解を得つつ、職域に

おける歯科保健対策（歯科検診のあり方、産業歯科医の位置づけ等）につい

て具体的に検討を行うこと。 

 

九 じん肺法施行後五十年以上を経過した今なお、多くの粉じん職場でじん肺

が発生し続けていることを踏まえ、事業者への対策及び作業員への安全教育

の徹底を図ること。また、東日本大震災によるがれき処理や復興に向けた作

業現場における粉じんやアスベスト被害防止のため、作業員への防じんマス

クの着用や安全教育などの対策を十分に行うこと。 

 


